
（単位︓千円）

Ⅰ．流動資産 Ⅰ．流動負債
現 ⾦ 預 ⾦ 654,320 工 事 未 払 ⾦ 83,199
受 取 手 形 0 短 期 借 入 ⾦ 0
電 子 記 録 債 権 14,417 未 払 ⾦ 4,446
完 成 工 事 未 収 入 ⾦ 176,080 未 払 法 人 税 等 22,467
未 成 工 事 支 出 ⾦ 64,010 未 払 消 費 税 等 111,739
材 料 貯 蔵 品 5,150 未 払 費 用 32,394
未 収 入 ⾦ そ の 他 3,729 未 成 工 事 受 入 ⾦ 140,856
貸 倒 引 当 ⾦ ▲ 1,142 預 り ⾦ 5,820

流 動 資 産 合 計 916,566 賞 与 引 当 ⾦ 8,436
流 動 負 債 合 計 409,360

Ⅱ．固定資産
（1）有形固定資産 Ⅱ．固定負債

建 物 13,591 退 職 給 付 引 当 ⾦ 26,362
建 物 附 属 設 備 3,305 役員退職慰労引当⾦ 17,978
構 築 物 421 資 産 除 去 債 務 2,362
機 械 装 置 17,085 固 定 負 債 合 計 46,702
⾞ 両 運 搬 具 0
工 具 器 具 備 品 189 負　債　合　計 456,063
建 設 仮 勘 定 894
土 地 28,581

有形固定資産 計 64,068
Ⅰ．株 主 資 本

（2）無形固定資産 (1) 資 本 ⾦ 20,000
無形固定資産 計 554

(2) 資 本 剰 余 ⾦
（3）投資その他の資産 資本準備⾦ 0

出 資 ⾦ 420 その他資本剰余⾦ 0
ゴ ル フ 会 員 権 0 資本剰余⾦合計 0
敷 ⾦ 4,009
差 入 保 証 ⾦ 10,433 (3) 利 益 剰 余 ⾦
繰 延 税 ⾦ 資 産 16,764 利益準備⾦ 0

投資その他の資産 計 31,627 その他利益剰余⾦
繰越利益剰余⾦ 536,753

固 定 資 産 合 計 96,250 利益剰余⾦合計 536,753
株 主 資 本 合 計 556,753

Ⅱ．評価・換算差額等
その他有価証券評価差額⾦ 0
評価・換算差額等合計 0

純　資　産　合　計 556,753

（注１）記載⾦額は千円未満を切捨表⽰
（注２）当期純利益　213,385千円

（2025年3⽉31⽇現在）
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貸　借　対　照　表

資  産  の  部 負　債  の  部

純 資 産 の 部

資　産　合　計 1,012,816 負債・純資産合計 1,012,816



注 記 表

　【重要な会計方針に係る事項に関する注記】
１． 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券
　満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
　その他有価証券
　　時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直⼊法により処理し、売却原価は移動平均法により算定し
ている。）

　　時価のないもの 移動平均法による原価法
(2) たな卸資産
　販売⽤不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定している。）
　未成⼯事⽀出⾦ 個別法による原価法
　不動産事業⽀出⾦ 個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定している。）
２． 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 (ﾘｰｽ資産除) 定率法
　　　 ただし、平成10年4⽉1日以降に取得した建物（附属設備を

除く）並びに平成28年4⽉1日以降に取得した建物附属設備
及び構築物については定額法を採⽤している。

(2) 無形固定資産 (ﾘｰｽ資産除) 定額法
(3) ﾘｰｽ資産
　　① 所有権移転ﾌｧｲﾅﾝｽ・ 自己所有の固定資産に適⽤する減価償却法と同一の
        ﾘｰｽ取引に係るﾘｰｽ資産 方法を採⽤している
　　② 所有権移転外ﾌｧｲﾅﾝｽ・ リース期間を耐⽤年数とし、残存価額を零とする定額法
        ﾘｰｽ取引に係るﾘｰｽ資産 を採⽤している。

３． 重要な引当⾦の計上基準
(1) 貸倒引当⾦ 売上債権、貸付⾦等の貸倒による損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率（貸倒実績率が0.6％未満の
時は法定繰⼊率0.6％を使⽤する）により、貸倒懸念債権等
については個別に回収可能性を検討し、回収不能⾒込額を
計上している。

(2) 賞与引当⾦ 従業員に対して⽀給する賞与に充てるため、⽀給⾒込額に
基づき計上している。

(3) 完成⼯事補償引当⾦ 完成⼯事に係る瑕疵担保の費⽤に備えるため、当事業年度
の完成⼯事⾼に対する将来の⾒積補償額に基づき計上して
いる。

(4) ⼯事損失引当⾦ 将来の⼯事完成期に発生する可能性が⾼い損失に備えるた
め、受注⾦額及び⾒積原価から算定した損失⾒込額に基づ
き計上している。

(5) 退職給付引当⾦ 従業員の退職給付に備えるため、自己都合退職による期末
要⽀給額を計上している。

(6) 役員退職慰労引当⾦ 役員の退職慰労⾦の⽀給に備えるため、内規に基づく期末
要⽀給額を計上している。

４． 収益及び費⽤の計上基準 完成⼯事⾼の計上基準は、「収益認識基準」に従って処理
している。

５． その他 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によって
いる。

　【貸借対照表に関する注記】
１． 担保に供している資産 なし

２． 有形固定資産の減価償却累計額 182,218 千円

３． 有形固定資産の減損損失累計額 - 千円

４． 受取手形割引⾼ - 千円
受取手形裏書譲渡⾼ - 千円

５． 関係会社に対する短期⾦銭債権 4,747 千円
関係会社に対する⻑期⾦銭債権 - 千円
関係会社に対する短期⾦銭債務 3,270 千円
関係会社に対する⻑期⾦銭債務 - 千円


